
 

 

1.  国際・物流情勢 

中東緊張と停戦：6月 13 日、イスラエルがイランの核施設を攻撃、応戦の応酬により緊張が高ま

りましたが、6 月 22 日にアメリカの介入を経て、6 月 24 日停戦合意に至りました。情勢は一時

沈静化したものの、青果物物流（特にバナナ）を含むグローバル供給網に大きな影響を与えまし

た。 

ロシア・ウクライナ戦争は継続中。東欧経由の物流やエネルギー価格への影響が続いています。 

 

２．経済・通商 

「トランプ関税」再来懸念：6月に赤澤経済相が 3回にわたり交渉も進展なし。7 月 8 日には SNS

で“8月より 25％関税実施”の報が流れ、為替は円安、株式市場も混乱。 

今後の交渉結果が青果輸入価格にも波及する可能性があります。 

 

３．災害・社会不安 

トカラ列島群発地震：6 月 21 日以降、震度 1 以上の地震が 1,600 回超。SNS 上の「7/5 大災害予

言」拡散により、観光客キャンセルや航空便減便の動きも。SNS 発信が実需に影響を与えた典型

事例です。 

 

４．食料価格・供給 

令和の米騒動：備蓄米放出も価格は高止まり。平均 5kg=3,672 円で 6週連続下落も、不作による

次期新米不足が予想され、今後も価格高騰リスクが継続。他食品も値上げが相次ぎ、家計圧迫が

続きます。 

 

５．政治情勢 

都議選の余波と政局不安：6 月 22 日の都議選で都民ファーストが第 1 党、自民党は歴史的敗北。

7 月 20 日の参議院選での政権交代観測も浮上。小泉農水相の米政策の支持も限定的と見られま

す。 

 

６．人口動態と社会課題 

平均寿命延伸と少子高齢化進行：1990 年比で男女共に 6 歳前後延伸。平均寿命 85.2 歳。滋賀県

が沖縄を抜き長寿 1 位に。高齢社会がさらに加速し、将来的な消費構造・物流への影響も想定さ

れます。 

 

 

 



 

 

 

 

７．食品ロスと企業責任 

食品ロス推計 464 万トン（1 人あたり 37kg）と発表。政府目標（435 万トン）にはあと 12 万トン

の削減が必要。青果物を扱う企業としても、品質管理・流通最適化への取り組みが急務です。 

 

８. 気象・青果への影響 

6 月 27日に梅雨明け（近畿以西）。短期間で夏に突入し、猛暑・熱帯夜・局地豪雨が各地で発生。

高温と不安定な天候は今後の果菜類・果樹の品質・収量に影響が予想されます。 

 

９. エンタメ・社会意識 

TOKIO 解散発表：国分氏のコンプラ違反が発端。福島県は他メンバーとの活動継続を要請。コン

プライアンス意識・企業統治への世間の目は今後さらに厳格に。 

 

10. スポーツ話題 

大谷翔平が二刀流復活（6/16）。MLB オールスター（7/6）ではパ・リーグ出身の日本人 3 選手が

選出。セパ交流戦でもパ・リーグが上位独占。日本人選手の海外活躍とパ・リーグの競争力の高さ

が再確認されました。 

 


